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１．問題の所在
　貧困対策や子育て支援、環境保全などといった社会課題への取組み領域
において、協働が語られるようになって久しい。協働とは、1970年代後
半ごろから提起されてきた概念であり、複数の主体がある目的のために力
を合わせて活動することを言う1。すなわち、協働は、自律的主体の協力
関係から成るネットワーク型の機構を意味し、その点で、優れて現代的概
念であると言うことができる2。
　つまり、協働は、荒木昭次郎が整理するように、主体間の対等な関係が
前提となる3。他の主体の指示を受け、判断や決定を依存する場合、ある
主体の一部を形成するにすぎず、自律的主体とはならないし、もちろん、「複
数の主体」とはならない。したがって、協働は、指示する者とされる者と
1 類似の概念としては、協同や共同があるが、場所や時を同じくすることを意
味する共同に対して、協同や協働は、自律的主体の協力関係を意味する。また、
出資や事業の協力関係といった局面で使われる協同に対して、協働は、一緒
に汗をかいて活動するという意味合いを持つ。
2 近代においては、個が集団に埋没する前近代の共同体が解体し、主体が登場
する。しかし、近代においては、活動の協力関係は企業組織や官僚組織のよ
うに自律性を排除するヒエラルキーを形成するがゆえに、自律性を確保する
ためには、協力関係を排除せねばならないため、市場における主体は孤立的
主体となる。
 　しかし、協働は、自律的主体のままで活動の協力関係を形成しており、現
代を特徴づけるネットワーク型の機構を意味する概念となっているのであ
る。現代を特徴づけるネットワーク型の機構の意味について詳しくは、拙稿
「アソシエーションへの社会システム論的アプローチの意義と課題」『経済理
論』経済理論学会、2012 年を参照のこと。
3 荒木昭次郎は、『協働型自治行政の理念と実際』敬文堂、2012 年、272 頁に
おいて、協働の要素として「主体間の並立・対等性の確保」を挙げている。
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いう頭脳と手足の分業体制ではなく、判断や決定にかかわる「知（ないし
知性）」の補完関係を企図したものなのである。それは、現代の社会課題
に対しては、異なる主体の知を融合させ対処する必要があるということを
意味する。この点で、協働は、オープンイノベーションの取組みと言える。
　オープンイノベーションとは、ハーバードビジネススクールのH．チェ
スブロウが提唱した概念であり4、企業内での研究・開発に基づく閉じた
イノベーションではなく、自社の技術やノウハウと、他の企業や大学が持
つ技術やノウハウを突き合せ、新たな製品や製造技術、ノウハウを生み出
す取組みである。その背景には、経済の成長をベースに、社会が発展し物
質的に豊かになったことによって、ニーズの先鋭化、すなわち、個別化と
高度化が進むとともに、変化の激しさが増し、1つの会社に閉じて形成・
蓄積してきたそれまでの技術やノウハウによってニーズを把握したり、対
応したりすることが難しくなったことがある。
　先鋭化が進み、対応が難しくなったのは、市場における経済的ニーズだ
けではなく、社会課題も同様である。それが、社会課題領域において、オー
プンイノベーションとしての協働の重要性が叫ばれてきた要因である。
　そこで、主に行政や中間支援組織によって社会課題領域における協働を
促す試みが進められてきた。企業とNPOを集め、プレゼン大会やグルー
プワークなど協働を図りやすい場を設定するといったものである。それに
よって、協働が成立し企業が社会貢献事業やソーシャルビジネスを進めれ
ば、社会課題への取組みを拡充できる。しかし、必ずしも、協働事業が次
から次へと成立するといった成果を上げているわけではない。
　もちろん、社会課題の解決を収益性に結び付けるなど、社会貢献活動を
経営戦略化することが容易ではないといったこともある。しかし、協働に
関わる一般的課題として、接触の場があったとしても、企業にもNPOにも、
協働すべき相手を見つけ、その相手と交渉を進め、事業構想を詰め、事業
4 Chesbrough, Henry, The New Imperative for Creating and Profiting from 
Technology, HBS Press, 2003.
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の実施にこぎつけるノウハウがないため、協働が進みにくいことを指摘で
きる。協働自体が新たなノウハウを必要としているのである。
　それに対し、企業とNPOの間を取り持ち、関係を継続させるコーディ
ネーターがいた場合、多くの事業が成立する傾向がある。神奈川県県民局
くらし県民部NPO協働推進課では、職員がコーディネート機能を果たし、
多くの協働事業を生み出している。そこで、本稿では、神奈川県NPO協
働推進課職員へのヒアリング結果を元に、オープンイノベーションとして
の協働を進めるために、コーディネート機能が重要であることを示しつつ、
効果的なコーディネートをするために留意すべき事項を明らかにする。
　
２．国家福祉から協働の時代へ
　神奈川県の事例を見る前に、当節と次節において協働の必然性と協働に
おける課題を見ることを通して、コーディネーターが求められる背景を確
認しておこう。
　
（１）行政の限界とNPOの役割
　1942年のベヴァリッジ報告を契機に、国家福祉の流れが形成され、社
会課題に対しては政府が対応していくという体制が構築される。一方、積
極的な財政政策によって景気浮揚・完全雇用を目指すケインズ主義的経済
政策も、政府の役割が大きいことから、いわゆるケインズ主義的福祉国家
が成立する。そこでは、福祉政策と経済政策は相互補完性を持っていた。
すなわち、景気浮揚のための公共事業が生活基盤の整備につながる、景気
浮揚による税収増が福祉支出のための財政的基盤となるといった側面があ
る一方、低所得層は消費性向が高いため、低所得層への再分配による所得
移転が有効需要の拡大につながるといった面があった。
　このような政策が有効であるのは、社会の物質的発展の余地が大きくイ
ンフラ整備の需要が大きいこと、したがって、就業人口やGDP比などの
点で第2次産業が社会に大きな影響を与えること、公共事業への財政支出
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効果が社会全体に伝わる程度に経済が単純であることなどが前提となる。
　そのため、先進国経済が成長し、先進国社会が物質的に豊かになる中で、
1970年代になると、ケインズ主義を基盤とする国家福祉に対して、大き
く2つの面から批判がなされるようになる。低成長の中で、財政負担が大
きいこと、および、社会の福祉ニーズに対してきめの細かい対応ができな
いことである。
　近代国家は、理性主義の機構であり、国家による福祉も理性主義の公準
である合理性に基づいた展開を示す。そこで、国家福祉は、医療や年金、
生活保護給付などの制度を公平・公正に運用するという、ベヴァリッジ報
告時代の社会課題には有効であった一方で、物質的豊かさを背景に感性の
発現の余地が大きくなるにしたがって、人々の要求水準が高まるとともに、
個別化・多様化に加え変化の激しさが増し、社会課題が複雑化する対自的
感性主義5の展開が見られる現代社会においては、十分な対応が図れない
ことになる。
　そこで、財政的負担の軽減と個々の事情に応える充実したサービスの提
供という点で非営利組織の存在に期待が寄せられることとなった。
　
（２）行政との協働の諸局面
　非営利組織に期待が寄せられたと言っても、政府の役割がなくなったわ
けではない。社会保障の方向性を定めねばならないし、年金や失業保険、
健康保険などの制度運用を担う必要もある。しかも、政府が担う領域と
NPOが担う領域を単純に分けることができるわけではない。特に地方政
府の場合、様々な地域課題の掌握から対応策の策定・実施・検証に至るま
でコミットすることが求められる。
　さらに、NPOの多くは、常に事業資金調達や人員確保の課題を抱えて
おり、事業の継続性や安定性の面で課題がある場合も多い。小さな政府を
5 現代が対自的感性主義の要素を持つことについては、前掲拙稿を参照された
い。
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目指すサッチャー政権の下で、社会保障費が削減されたため、補助・助成
に依存してきたNPOの活動が難しくなったことを背景にソーシャルビジ
ネスが展開したことは、それを端的に示している。
　以上のような理由から、先進各国でケインズ主義的福祉国家体制からの
脱却が図られる中で、NPOと政府の協働という考え方が提起されてきた。
その際、両者をつなぎ協働の手段となりうるのが委託である。委託の場合、
方針や業務内容を決める委託者とそれを実施する受託者という関係の中で
頭脳と手足という関係に陥りやすいが、知の融合によるオープンイノベー
ションが求められる時代背景の中で、協働としての委託のあり方が模索さ
れてきているように思われる。この点に関して、必ずしも時系列的整理で
はないが、委託については、次のような局面に分かれるように思われる。
　まず第1に、計画・企画・設計という頭脳の部分は行政、実施という手
足の部分がNPOという役割分担で行われる委託である。委託の場合、この
ような形態は、当然と思われるかもしれない。しかし、協働は、荒木昭次
郎が指摘するように6、主体間の補完関係が要件となる。つまり、下請け的
な受託では、協働とはならず、オープンイノベーションにはつながらない。
冒頭で指摘したように、協働は、対等な主体間関係が形成する知の協働で
あることによって、オープンイノベーションにつながるのである。そこで、
NPO側では、対等な関係に基づく受託の実現を目指して、契約書のあり方
を見直し、新たなフォーマットを提案するなどの取組みも見られた。
　他方、行政側も、それまでの方針やノウハウでは、新たな時代に対応で
きないことを認識し、新たなスタンスが生まれることとなった。
　すなわち、第２に、社会課題に取り組む事業を受託先の企業やNPOに
丸投げし、成果が上がった場合は、成功モデルとして吸い上げるというも
のである。そこでは、NPOの提案を事業設計に反映させたり、仕様書に
盛り込んだりといったことも行われており、この方法は、受託した企業や
NPOの専門的知見を尊重してはいる。しかし、この場合、行政が傍観者
6 荒木昭次郎、前掲。
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的立場におり、積極的に汗をかく協働にはなっていない。社会が複雑化し、
これまでのノウハウや方法が通用しなくなってきている中で、受託した企
業やNPOが単独で成功事例を生み出すのは容易ではない。解を単独で簡
単に生み出せるのであれば、協働やオープンイノベーションなどは必要な
いはずである。
　そこで第３に、企業やNPOの専門的知見を尊重するとともに、委託業
務の遂行に際して、行政側も積極的にコミットする事例が見られるように
なった。その場合、知の協働であることによるオープンイノベーションが
目指されていると言ってよかろう。本稿で扱う神奈川県の事例は、このタ
イプの協働の面を持つ。
　しかし、NPOの活動領域のすべてを委託事業化できるわけではない。政
策の方向性の問題だけではなく、財政的な問題もある。そこで、NPOと企
業の協働も進められることとなる。NPOにとっては、資金や人手などの事
業資源を確保することができ、ミッションの効果的遂行も可能となる。
　ただ、NPOとの協働で進める事業は、企業にとって社会貢献活動であ
ることが多い。だとすると、協働が進まない可能性もある。すなわち、社
会貢献活動は、経営上の意味がないと考える向きも少なくない。企業にとっ
て負担にしかならないのであれば、協働は成立しにくい。財務的制約がタ
イトで厳しい中小企業であればなおさらである。よしんば協働が成立した
としても、景気動向に左右され不安定化は避けられない。
　
３．社会性戦略の時代
（１）社会性戦略とは何か
　しかしながら、企業にとって、社会貢献活動に経営上の意味を見出すこ
とは可能である。否、むしろ、積極的な経営戦略になりうる。たとえば、
社員の愛着的、態度的組織コミットメントが高まる、CRM7に見られるよ
7 Cause Related Marketing の略で、社会貢献に結び付けて展開されるマーケ
ティングを意味する。
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うに顧客評価を呼ぶ、地域対策となり地域からの苦情がなくなったり働き
手を確保できたりする、などの効果を得ることができる。
　なお、社会課題に対してビジネスの手法で取り組む場合、ソーシャルビ
ジネスと呼ばれるが、その場合、経営戦略化されていても企業の社会貢献
活動を含まない傾向がある。そこで、ソーシャルビジネスや経営戦略化さ
れた社会貢献活動など、社会性のある事業に経営的意味を見出しながら取
り組んでいる場合を総称して「社会性戦略」と呼ぶこととする。そうした
場合、社会性戦略は、次の３つのタイプに分けることができると思われる。
　まず第１に、顧客の評価や社員の会社への求心力、地域社会との良好な
関係などを企図して、いわゆる社会貢献に取り組む社会貢献型である。
　第２に、地域活性化のための起業セミナーやコミュニティ広場を運営し、
その参加費を事業資金に充てている場合など、社会課題の解決ニーズに応
える財やサービスを提供し、一定の収益を上げることによって、社会課題
への取組みを事業化する収益事業型である。
　第３に、収益事業型の一種ではあるが、社会課題を経営資源に転換して
いる場合を特に経営資源型として区別する。例えば、高齢者や障がい者を
雇用し戦力とする、増える空き家を店舗や事務所として活用し事業展開を
図る、社会課題に取り組むNPOで人材育成の研修を行う、といった場合
である。ただ、人材育成研修については、人材育成効果を期待して、企業
の社会貢献の一環で社員をプロボノないしボランティアで派遣している場
合、第１の社会貢献型と言えよう。
　第２と第３が、従来、ソーシャルビジネスと言われてきたものと重なる。
NPOの資金面での課題に対して提唱されてきたが、収益事業としてのつ
くり込みは、企業の方がしっかりしている感がある。なお、第２と第３の
側面は、排他的ではなく併存している事例もある。
　では、以上のような「社会性戦略」のうち、以下では、社会貢献型に関
する日本の状況を参照しつつ、協働の必然性を確認することとしよう。
　
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
134
（２）日本的経営による制約
　日本的経営は、三種の神器によって企業を共同体として擬制し、従業員
のコミットメントを引き出す経営システムである8。本来、企業は近代社
会に成立する事業体であり、目的合理的組織である。しかしながら、日本
的経営は共同体を擬制するがゆえに、前近代社会を特徴づける価値合理的
な特性を持つ。もちろん、社会システムの整合性から言って、企業のみが
共同体を擬制するシステムであったのではなく、企業を包摂する社会も同
様であったがゆえに、共同体を擬制する社会を構成する存在として企業は、
価値合理的な規範に制約されていたのである。
　その際、企業の社会貢献活動にかかわる規範としては、陰徳陽報や公平
無私を挙げることができる。前者の出典は古代中国の『淮南子』、後者は『韓
詩外伝』である。いずれも古代日本に伝わった概念で、四文字熟語で理解
していなかったとしても、「よいことを人知れず行う」や「自分の利害を
排除する」といった形で日本人の価値規範に刷り込まれていると言ってよ
い。それが日本における企業の社会貢献を縛ることとなる。
　つまり、経営資源を投入する以上、何らかの見返りが必要となる。たと
えば顧客の評価を期待して社会貢献（よいこと）を実施するのであれば、
顧客に取組みを伝える必要が生じ、アピールせねばならない。しかし、上
記の規範から、社会貢献は人知れず行うべきであるため、アピールすれば
売名行為とみなされ、顧客の評価も得られないというジレンマに陥る。そ
のため、経営戦略化が難しいこととなる。
　しかし、バブル崩壊以降の規制緩和に象徴される新自由主義的政策が日
本的経営を解体したこと、および、高度成長を経て「豊かな社会」になっ
たことによって、社会性戦略の展開が可能な状況が生まれたのである。
　
8 日本的経営については、拙稿「労働生活の意味と企業システム―日本的経営
のシステム理論―」『横浜市立大学紀要』社会科学系列第 7 号、横浜市立大
学学術研究会、2004 年、を参照されたい。
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（３）対自的感性主義の時代
　日本的経営の解体は、共同体を擬制する社会システムの解体を意味し、
目的合理性の受容を促す。つまり、社会貢献活動に経営的意味を見出しつ
つ取り組むことへの抵抗感が薄れる可能性を意味する。ただ、社会のあり
方が変わったからと言って、それまでに形成された個人の価値観や考え方
が簡単に変わるわけではなく、変化は緩やかな面も持つ。
　他方、豊かな社会は、感性の発現を誘発する。その結果、消費財やサー
ビス、生活スタイルなどに対するニーズが高度化する一方、個別化が進む。
つまり、よりよいものを求めるニーズへと展開してゆくとともに、自己の
好みや事情に合ったものを追求するといった形で個別化し、ニーズの多様
化やマーケットのセグメント化が進む。それに加え、次から次へと新しい
商品が提案されることを背景に、ニーズの変化も激しくなる。このような
現象の背景には、ニーズの基盤をなす感性の錬成性と求新規性、個別性と
いう特性がある。例えば、感性は、鍛えられ、当初は良さがよく分からな
かった芸術作品や骨とう品がわかるようになる。また、感性は、与えられ
た刺激を受容するうちにそれに慣れ、さらに強い刺激や新しい刺激でなけ
れば、刺激として認識しないようになる。それがうつろい易さにつながる。
さらに趣味や好みは、個々に異なる。
　このような感性の展開に対応するのが科学技術である。高度な技術に
よって、安心・安全で良質な製品を生み出すとともに、情報化を背景に迅
速な対応を実現し、個別化には、多品種少量生産で対応する。
　現代は、「豊かさ」を背景とした感性の発現によって生み出される、先
鋭化し、うつろい易さが高まったニーズに対して、現代が生み出す科学技
術の成果をもって対応せねばならないという意味で、対自的感性主義の局
面がみられるようになってきている。
　そのような社会における経営戦略は、感性に訴えかけることが重要とな
る。ブランディングを例に挙げれば、他よりも安い・品質が良い・早いと
いう相対的価値に基づく差別化では不十分となってきている。自社よりも
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安い会社が現われれば、簡単に乗り換えられてしまうのである。そこで、
この会社だから製品を購入する／取引をするという顧客の判断につながる
絶対的価値を生むことが重要になっている。その際のポイントは、企業姿
勢や考え方、思いを見せることである。心が見える関係を作るのである。
姿勢や思いは、人格ならぬ企業格であり、表面的な差ではなく、絶対的存
在性なのである。
　そのような姿勢を見せる事業として、社会貢献活動があるわけである。
もちろん、感性の錬成性から、形だけや他をまねただけの社会貢献では見
透かされてしまう。姿勢や思いが伝わるような、練られた、質の高い社会
貢献が必要となる。他にない工夫や作り込み、ストーリーがあれば、本気
で取り組んでいるという印象を与えることができる。そのような社会貢献
の展開のためには、協働が有効である。次にその理由を見てみよう。
　
（４）戦略化の方向性と協働の意味
　3つのタイプに分けた社会性戦略のいずれの取組みを行うためにも、ど
こにどのような社会課題があるか、その課題にどのようにアクセスし、ど
のように取り組んだらよいかといった情報やノウハウが必要である。しか
し、企業は社会課題への取組みを本業としているわけではない。それらの
情報やノウハウを持っているのはNPOである。そこで、NPOとの協働が
必要となるのである。NPOにとっても、協働によってミッションが果た
せるのであれば、前向きに取り組む意味があるし、事業資源に加え、事業
のつくり込みや効率的遂行に関する企業の知識やノウハウは重要である。
このような協働は、頭脳と手足の補完関係ではなく、知の融合としての協
働の形であることは明らかである。
　しかし、領域が異なる企業とNPOが協働を図ろうとしても、どこに自
分たちにマッチした協働相手がいるか、いたとしてもどのようにアクセス
したらよいか、接触ができたとしてもどのように協議を進めたらよいかな
ど、壁も多い。そもそも、企業側にもNPO側にも相手に対する不信感があっ
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たり、「共通言語」がなくコミュニケーションが成立しにくい場合があっ
たりで、協働は容易ではない。ここに、コーディネーターが求められる背
景がある。では、協働を成立させるためにコーディネーターは何に注意し、
どのように行動したらよいのであろうか？それを明らかにするためには、
2012年の第1回から2014年の第3回までの3年間で54件の協働事業を成立さ
せている神奈川県NPO協働推進課の事業が参考になる。その成果の陰に
は、県職員の効果的なコーディネートがあるからである。そこで、以下で
は、県事業を概観することを通して、効果的なコーディネート機能とはい
かなるものかを明らかにする。
　
４．神奈川県事業の概要と協働事例
（１）事業の概要
　神奈川県NPO協働推進課では、2012年より企業とNPOの協働を促進す
るための「企業とNPOのパートナーシップ支援事業」（2014年度からは「企
業・ＮＰＯ・大学パートナーシップ支援事業」に名称変更）を展開してき
ている。事業の概要を紹介しよう。
　まず、協働のためのマッチングを図るため、毎年４回ほど、協働に関心
を持つ企業とNPOの参加を募り、「パートナーシップミーティング」と題
するイベントを神奈川県の主要地域で開催している。いずれの年も第1回
を5月か6月に横浜市で開催し、第2回以降については、2012年度は、横須
賀市（6月）、小田原市（7月）、相模原市（7月）で、2013年度は、海老名
市（6月）、横須賀市（7月）、平塚市（8月）で、2014年度は、相模原市（8
月）、横須賀市（9月）、平塚市（10月）で開催している。なお、2012年度
と2013年度は、第1回に行うプログラムを分割し、6月と9月に開催してい
る。
　「パートナーシップミーティング」当日は、午後の半日を使い、企業人
や有識者の基調講演ないしパネルディスカッションの後、当事業の主旨説
明と（企業やNPOの）活動事例紹介がなされ、さらにグループワークが
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行われるというしつらえになっている。
　活動事例紹介は、1団体から数団体の企業やNPOが登壇し、企業の場合、
自社の社会貢献活動の内容や協働実績について説明し、NPOの場合、自
組織のミッションや活動内容、その社会的意義、実績などを説明するといっ
た内容になっている。
　また、メインイベントとも言えるグループワークは、企業とNPOが同
じテーブルにつくようにメンバーが指定され、6人ほどのグループに分け
られた上で、「ナイスな事業案を考えよう！」「連携するとしたらできるこ
とは何ですか？」などといった協働にかかわるディスカッションテーマが
与えられ、ワールドカフェ方式でメンバーをチェンジしながら3セッショ
ン行われる。説明するまでもないが、グループワークを通してコミュニケー
ションを成立させ、協働のきっかけにしようという意図である。
　さらに、「パートナーシップミーティング」を契機としてマッチングが
図られた事業を紹介する「キックオフミーティング」を、協働に関心があ
る企業やNPOの参加を募り、毎年1回開催している。2012年度と2013年
度は11月、2014年度は12月に開催されているが、協働事業を進める企業
とNPOに、事業の概要やそれぞれの思いを話してもらうという内容で進
められる。一言でいえば、成果報告会である。協働に関心のある企業や
NPOに、協働に至るためのコツや要件、それぞれのメリットが伝われば、
協働を促す可能性もある。そのため、事業紹介の後は、参加者の交流会が
用意されている。
　また、「キックオフミーティング」で報告を行う企業やNPOが報告を行
うことを通して自己にとっての意味や思いを再確認し、事業を継続したり、
バージョンアップを図ったりすることも期待できる。
　NPO協働推進課では、上記のメインとなるイベントの他に、猫をモチー
フとした「かにゃお」というゆるキャラ
4 4 4 4 4
を作り、事業の盛り上げを図ると
ともに、2014年度から、協働に関心のある企業やNPOが、優れた社会貢
献活動を行っている企業や先進的な活動を行っているNPOを訪問し、自
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組織の参考にできるようにと、「スタディツアー」を開催している。
　「スタディツアー」は、半日あまりかけて企業やNPOを訪問し、見学と
意見交換を行うという内容から成る。2014年度の第1回は、8月に実施され、
訪問先は、NPO法人西湘をあそぶ会であり、第2回は、10月に実施され、
訪問先は、(株)通信設備エンジニアリングであった。
　
（２）協働局面の複合性
　当事業の軸となる「パートナーシップミーティング」は、委託を通して
中間支援組織との協働で実施されている。委託内容は、企画を県と受託者
が協力して作り込むこと、実施においては総合司会やグループワークの
ファシリテーターを担うことである。ただ、仕様書には記されていないが、
実施に当たって、受託者に地元の企業やNPOへの声掛けを依頼している。
　企画の作り込みや実施においては、委託者である県と受託者である中間
支援組織が、互いのスキルやノウハウ、ネットワークを尊重しつつ積極的
にかかわっている点を指摘できる。「２．国家福祉から協働の時代へ」に
おいて、委託の第3の形態として挙げた形であり、オープンイノベーショ
ンにつながる知の協働である。このような協働を実現できた背景には、後
述する県職員の存在がある。
　このような協働の結果、県が類似の事業を進めても、それまで参加を促
すに至らなかった企業やNPOにも働きかけができ、参加を促すことがで
きたことに加え、県と中間支援組織の双方が持つノウハウやネットワーク
を共有するに至る。その成果が多くの協働事例の成立なのである。まさに、
社会課題領域において、双方のノウハウや資源を突き合わせ、融合させ、
新たなノウハウを生み出すオープンイノベーションの事例と言える。
　なお、付言すれば、神奈川県の事業の場合、協働については、パースペ
クティブの違いによって、複数の局面が見えてくる。
　まず第1に、「パートナーシップミーティング」においてマッチングが成
立した企業とNPOによる協働である。県の事業は、このような協働を促
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すことを目的としている。
　しかし、第2に、視野を少し広くとれば、企業とNPOの協働は県の職員
のコーディネートが大きな意味を持っており、協働事業は、「行政と企業
とNPOの協働」の成果と言える。
　さらに、「パートナーシップミーティング」は県と受託者の協働による
ものであり、企業とNPOの協働は、その成果という面もある。
　当事業は協働のアンサンブルで成り立っているのである。ただ、コー
ディネート機能に着目するという本稿の主旨に照らして、以下では、企業
とNPO、および、行政と企業とNPOという2つの協働を軸に議論を進めて
ゆく。
　
（３）協働事例
　さて、当事業において成立した協働事業は、2012年の14から2013年の
19、さらに、2014年の21へと増加している。注目に値するのは、年度を
またいで継続している事業がいくつもあることである。地域活性化に結び
付けるには、一時的なイベントのための協働ではなく、経常的業務を必要
とする事業を成立させるための、継続的な協働が重要である。また、地域
の中小企業だけではなく、（株）伊藤園やSMBCコンシューマーファイナ
ンス（株）といった大企業の名前も見受けられる。地域戦略が大企業にとっ
ても重要であることを示唆している。参加者には、それぞれの背景や戦略
的意図、思いがあることがうかがえるが、54事例すべてを詳しく紹介す
ることはできないので、神奈川県が公開している資料を基に、各年度に成
立した協働事業を整理したものを表1 ～ 3に掲載しておく。適宜参照され
たい。
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表1  2012年度 協働成立事業
事業名 協働主体 事業内容
１．スマホで障がい者の外出をサ
ポ トーします
・（株）計装エンジニアリング
・ＮＰＯスクエア連絡会
みなとみらい地区のバリアフリーマップをスマ トーフォ
ンアプリで作成し、障がい者をサポ トーする。
２．お金の大切さを学ぶカード
ゲーム講座＠三崎小学校
・SMBCコンシューマーファイナンス（株）
　横浜お客様サービスプラザ
・（特非）みうら映画舎
・三崎小学校
・三浦市
カードゲーム「お金の役割」（JCFA製作）を使って、
お金の成り立ちや役割を学び、その大切さを身につ
ける体験学習を三崎小学校で実施する。
３．城ヶ島に新しいにぎわいを！ ・（株）ミライカナイ
・STEPCAMP実行委員会
・（特非）みうら映画舎
・三浦市
キャンプを通じて防災の知識を学べる『防災イベント』
など、城ヶ島に新たなにぎわいを生み出すイベントを実
施する。
４．防災イベント＠観音崎公園 ・横浜緑地（株）
・STEPCAMP実行委員会
観音崎公園で、遊びながら楽しく防災スキルを学べる
イベントを実施し、災害に強いまちづくりに貢献する。
５．身近な海を楽しく学ぶ教室
＠つるや食堂
・（株）ミライカナイ
・（特非）ディスカバーブルー
大人も子どもも『こども目線』で海を学ぶ教室を、城ヶ
島のコミュニティスペース「つるや食堂」で開催し、
地域の活性化を図る。
６．子どもの事故をスマホで学
ぼう
・（株）計装エンジニアリング
・SafetyKidsいずみ
子どもの事故事例を絵本形式にまとめたスマ トーフォ
ンアプリを作成し、子どもの周りにある身近な危険を
多くの大人が把握できるようにする。
７．銭湯をひきこもりの若者の
就労体験の場に
・相鉄不動産販売（株）
・（株）ネイト
・（特非）文化学習協同ネットワーク
・（特非）ふれあい自然塾
「ここち湯相模原店」で、就労支援を必要としているひ
きこもりの若者等を対象とした職場体験プログラムを
実施する。
８．銭湯をＮＰＯの活動の場に ・相鉄不動産販売（株）
・（株）ネイト
・エル・ソレイユ
・（特非）ふれあい自然塾
「ここち湯相模原店」で、ハープの演奏会を開催し、
企業にとっては地域とのつながりを作る場に、音楽を
通じた子育て支援をしているＮＰＯにとっては活動の場
とする。
９．企業とＮＰＯでひきこもりの
若者の就労を支援
・（株）アルプスビジネスサービス
・（特非）文化学習協同ネットワーク
・（特非）ふれあい自然塾
就労の支援を必要としているひきこもりの若者等を対
象に介護職研修を実施する。
10．ＮＰＯの広報を企業が支援 ・デュプロ（株）
・（特非）フーズマイルぐりぐら
印刷機器会社が自社製品を使ってＮＰＯ法人の広報を
支援する。
11．312mのバージンロード～
弘明寺商店街DEウエディン
グ
・ソウルマッケンジー（株）
・横浜弘明寺商店街協同組合
弘明寺商店街を挙げてウエディングを実施し、地域コ
ミュニティの活性化を図る。
12．お金の大切さを学ぶカード
ゲーム講座＠あっとほーむ
・SMBCコンシューマーファイナンス
（株）横浜お客様サービスプラザ
・（特非）あっとほーむ
カ ドーゲーム「お金の役割」（JCFA製作）を使って、
お金の成り立ちや役割を学び、その大切さを身につけ
る体験学習を実施する。
13．ＰＣのセットアップを通じ
て、若者の就労を支援
・（一社）ソーシャルビジネス支援協会
・（特非）文化学習協同ネットワーク
「遠隔地に避難している『被災者』支援キャンペーン」
の一環として、ＰＣのセットアップを行う。
14．ＰＣのセットアップを通じ
て、障がい者の就労を支援
・（一社）ソーシャルビジネス支援協会
・ダンウェイ（株）
「遠隔地に避難している『被災者』支援キャンペーン」
の一環として、ＰＣのセットアップを行う。
＊神奈川県の公開データから作成。
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表2  2013年度 協働成立事業
事業名 協働主体 事業内容
１．地域活性化支援自動販
売機を設置
・（株）伊藤園
・（特非）藤沢市市民活動推進連絡会
自販機の売上げの一部をＮＰＯに寄付する「地域活性化支
援ベンダー」を藤沢市内に設置し、藤沢市市民活動推進
連絡会が寄付金の受皿となり、ＮＰＯ等に助成する。
２．お茶を通じて地域の
方々の交流を
・（株）伊藤園
・（特非）シャーロックホームズ
ＮＰＯが運営する南太田小学校の「放課後キッズクラブ」
でお茶セミナーを実施し、地域の人々の交流を深める。
３．お茶セミナー＆折り紙
教室in三崎開港祭
・（株）伊藤園
・三崎開港祭実行委員会
地域活性化のイベント「三崎開港祭」で、「お茶セミナー」
と「お茶が香る折り紙教室」を実施し、イベントを盛り上
げる。
４．お茶セミナーを通じて
心のふれあいと絆づく
りを
・（株）伊藤園
・ネオ・サミット茅ヶ崎ケアレジデン
ス
・（特非）ＮＰＯサポ トーちがさき
介護付有料老人ホーム「ネオ・サミット茅ヶ崎ケアレジデ
ンス」で利用者や家族を対象にお茶セミナーを実施し、施
設利用者間の交流を促進する。
５．折り紙教室in観音崎
フェスタ2013
・（株）伊藤園
・神奈川県立観音崎公園（横浜緑地・
西武造園グループ）
地域交流イベント「観音崎フェスタ2013」において、「お
茶が香る折り紙教室」を開催するとともに、ドリンクを提
供し、イベントの盛り上げに貢献する。
６．公園のアートイベント
を一緒に盛り上げよう
・Fits横濱（株）
・新杉田公園（横浜緑地・アライグリー
ングループ）
新杉田公園で開催された「こどもフェスタ」において、障
がいを持つこどもたちも楽しく参加できるバルーンアート
やお絵かきコーナ 「ーファミリーア トーフェスタ」を実施し、
イベントの盛り上げに貢献する。
７．ポニーが企業の地域貢
献イベントに出演！
・（株）通信設備エンジニアリング
・（特非）マメポニ
ポニーを通じた子育て支援を行っているＮＰＯが企業の地
域貢献イベントに協力し、イベントの効果を高める。
８．猿島の新しい魅力を発
信！
・（株）トライアングル
・横須賀創造空間
・（特非）ディスカバーブルー
「猿島博2014」のプレ企画として、「猿島を知る１DAY」
を開催することによってし、猿島の新しい魅力を発信し、
地域の活性化を図る。
９．「お茶」と「里山」の
新しいコラボ
・（株）伊藤園
・（特非）こども自然公園どろんこクラ
ブ
「こども自然公園」で公園ボランティアを対象にお茶セミ
ナーを実施するとともに、企業の技術者が公園にあるお茶
の木を使って、お茶の育て方等のレクチャーを行う。
１０．城ケ島「しまあそび。
うみあそび。」
・（株）ミライカナイ
・（特非）ディスカバーブルー
大人も子どもも『こども目線』で海を学ぶ教室を城ヶ島の
コミュニティスペース「つるや食堂」で開催する。
１１．リユース食器と国産
材の器でイベントの
環境負荷を軽減
・神奈川県立観音崎公園（横浜緑地・
西武造園グループ）
・（特非）游風
「観音崎砲台ガイドツアー」のランチ等で、NPOが提案す
る国産材を活用した環境にやさしい食器を利用し、環境負
荷を軽減する。
１２．食育型学童保育で日
本食文化への理解を
深める
・（株）伊藤園
・（特非）フーズマイルぐりぐら
NPOが実施している食育をメインにした学童保育におい
て、学童を対象にお茶セミナーを実施し、学童の日本食文
化への関心を高める。
１３．お金の大切さを学
ぶカードゲーム講座
withあっとほーむ
・SMBCコンシューマーファイナンス
（株）横浜お客様サービスプラザ
・（特非）あっとほーむ
カ ドーゲーム「お金の役割」（JCFA製作）を使って、お金
の成り立ちや役割を学び、その大切さを身につける体験学
習を実施する。
１４．牛乳de食育！ ・（有）大道武牛乳店
・（特非）フーズマイルぐりぐら
牛乳の配達先幼稚園の秋祭りで、牛乳の瓶を使ったバター
作りの食育イベントを開催する。
１５．防災キャンプで飲料
の大切さを語る
・（株）伊藤園
・STEPCAMP実行委員会
楽しみながら防災についても学べる防災イベント「ステッ
プキャンプ」において、企業がミネラルウォーターを提供
するとともに、キャンプ参加者を対象に、水の大切さに関
する講話を行う。
１６．働く女性向けお金の
使い方・活かし方講
座
・SMBCコンシューマーファイナンス
（株）横浜お客様サービスプラザ
・（一社）SoLaBo
働く女性に対して、お金の流れや使い方を考える講座を実
施する。
１７．来たるべき３Dプリン
タ時代に向けて
・（株）リべカ
・（特非）横浜コミュニティデザイン・
ラボ
３Ｄプリンタを使ったイベント、「FabLab0.5Kannaiオリ
ジナル食品を作るための3Dモデリング」を実施する。
１８．公園で使用する花苗
を福祉作業所から購
入
・（横浜緑地（株）
・（社福）開く会
社会福祉法人が作った花苗を企業が購入し、観音崎公園
で活用する。花苗の購入によって、社会福祉法人の経営
の安定につながる一方、企業は良質な花苗を入手できる。
１９．漢字学習アプリケー
ションを作成
・（株）計装エンジニアリング
・（特非）地球学校
ＮＰＯの漢字学習コンテンツを元に、企業がスマートフォ
ンアプリを作成し、スムーズな漢字学習をサポ トーする。
＊神奈川県の公開データから作成。
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表3  2014年度 協働成立事業  
事業名 協働主体 事業内容
１．三浦の地域活性化イベ
ントを横須賀で開催
・（株）ジェイコム湘南横須賀局
・（特非）横須賀創造空間
・三浦半島食彩ネットワーク
・三浦市
企業が敷地の提供とイベントの広報を行い、三浦の魅力を伝
えるイベント「夏のわくわくＪ：ＣＯＭまつり（三浦版）」を
開催する。
２．ポニーが企業の地域貢
献イベントに協力！
・（株）通信設備エンジニアリング
・（特非）マメポニ
ポニーを通じた子育て支援を行っているＮＰＯが企業の地域
貢献イベントに協力し、イベントの効果を高める。
３．逗子の地域活性化イベ
ントを横須賀で開催
・（株）ジェイコム湘南横須賀局
・（特非）地域魅力
・関東学院大学
企業が敷地の提供とイベントの広報を行い、逗子の魅力を伝
えるイベント「秋のわくわくＪ：ＣＯＭまつり逗子版）」を開
催する。
４．お茶の文化を子どもた
ちに伝える
・（株）伊藤園
・昔の遊びを伝える会
・神奈川県県土整備局都市整備課
湘南邸園文化祭の参加施設である古民家「蔵まえギャラリー」
で実施される「2015昔の遊びを伝える会」の中で、子ども
たちを対象にお茶のいれ方教室を実施し、子どもたちに日本
の伝統文化を伝える。
５．お茶を通じた婚活イベ
ントの実施
・（株）伊藤園
・（特非）湘南ウエディングサポ トー
老舗旅館で、お茶を通じて参加者間の交流を促進する婚活
イベントを開催する。
６．公園の魅力を伝える情
報と災害避難情報を搭
載したアプリを作成！
・（株）協進印刷
・神奈川県立観音崎公園
・（特非）ＡＲ防災避難情報
印刷会社と災害避難情報の発信等を行うＮＰＯが協力して、公
園の魅力を分かりやすく伝える地図を作成するとともに、その情
報と災害避難情報を搭載したスマ トーフォンアプリを作成する。
７．地域の方々との交流を
促進！
・（株）伊藤園
・東海大学
大学の地域連携事業「To-Collabo（トコラボ）プログラム」
の一環として、お茶セミナーを実施し、大学と地域との連携
の促進を図る。
８．葬儀に関する相談会の
実施
・（株）サン・ライフ
・（特非）トータルライフサポートク
ラブ
冠婚葬祭や介護・福祉などの事業を行う企業と冠婚葬祭相
談等を行うＮＰＯが協力して、葬儀に関するセミナーと個別
相談会「旅路のあかり～ご葬儀を知る・聞く・考える～」を
実施する。
９．将来に役立つお茶の入
れ方を学ぶ
・（株）伊藤園
・和泉短期大学
児童福祉学科で保育士や幼稚園教諭を目指す学生を対象に
お茶セミナーを実施することによって、保育所や児童福祉施
設の利用者との円滑なコミュニケーション方法の習得やおも
てなしの心の理解を促す。
１０．地域の課題をビジネスの
手法で解決！ソーシャルビ
ジネスフォーラム
・日本政策金融公庫
（一社）ソーシャルコーディネート
かながわ
「ソーシャルビジネス」について学ぶフォーラムを開催する。
１１．お金について学ぶ講
座＠横浜商科大学
・SMBCコンシューマーファイナンス
（株）横浜お客様サービスプラザ
・横浜商科大学
横浜商科大学において、家計管理や金融トラブルに関する
講義を行う。
１２．「知って備える！くら
しのお金セミナー」
＠横浜商科大学
・（特非）FPネットワーク神奈川
・横浜商科大学
横浜商科大学において、ファイナンシャルプランナーによる
地域貢献を行うＮＰＯが暮らしに密接したお金に関する講義
を行う。
１３．お茶を通じて親子の
ふれあいを促進
・（株）伊藤園
・ドリームエナジープロジェクト
知的障がい児とその保護者を対象にお茶のいれ方教室を実
施し、親子で楽しくコミュニケーションを取る場とする。
１４．お金の大切さを学
ぶカードゲーム講座
＠三崎小学校
・SMBCコンシューマーファイナンス
（株）横浜お客様サービスプラザ
・（特非）みうら映画舎
・三崎小学校
・三浦市
三崎小学校の授業において、カードゲーム「お金の役割」
（JCFA製作）を使ってお金の成り立ちや役割を学ぶ体験学
習を実施する。
１５．城ケ島「しまあそび。
うみあそび。」
・（株）ミライカナイ
・（特非）ディスカバーブルー
大人も子どもも『こども目線』で海を学ぶ教室を城ヶ島のコ
ミュニティスペース「つるや食堂」で開催する。
１６．ＥＳＤユネスコ世界
会議併催イベントで
相互に取組みを紹介
・（株）伊藤園
・（株）あおむし
「ＥＳＤユネスコ世界会議」の併催イベントに出展している
飲料会社と、絵本を通じた子どもの健全育成などに取り組む
ソーシャルビジネス企業が、相互に展示ブースを紹介するこ
とによって相乗効果を期する。
１７．防災キャンプで飲み
物の大切さを語る
・（株）伊藤園
・（株）ステップキャンプ
災害時に役立つアウトドアのノウハウを学ぶプログラムを提
供する企業が実施したイベント「STEPCAMPin海の森」
において、飲料会社がミネラルウォーターを提供するととも
に、水の大切さに関する講話を行う。
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１８．公園で使用する花苗
を福祉作業所から購
入
・横浜緑地（株）
・（社福）開く会
社会福祉法人が作った花苗を企業が購入し、観音崎公園で
活用する。花苗の購入によって、社会福祉法人の経営の安
定につながる一方、企業は良質な花苗を入手できる。
１９．写真展でボランティ
ア！
・フォトシティさがみはら実行委員
会
・桜美林大学
「フォトシティさがみはら」受賞作写真展において、学生ボラ
ンティアが視覚障がい者のガイドをすることによって、伝え
ることの大切さ等を学ぶ。
２０．大学の学園祭にブー
スを出展！
・（特非）あんしん農園
・神奈川歯科大学
大学の学園祭「稲岡祭」で地域活動支援センターがブース
を出展し、口腔ケア製品や、障がい者が作ったジャムやピク
ルスの販売を行う。
２１．重機で畑を耕やそ
う！
・（株）新晃産業
・（一社）横須賀建設業協会
・よこすか思いっきり遊ぶ会
子どもたちが自然の中で遊べる場作りを進める団体が建設会
社の協力を得て、重機で「くりはまみんなの公園」の畑を耕
すことによって、手作業では大変なクズやアシの根の除去を
行う。
＊神奈川県の公開データから作成。
５．コーディネート機能の要件と意味
　これほどの事業が成立している背景には、神奈川県の職員が効果的な
コーディネート機能を果たしていることを指摘できる。その職員こそ、
2012年度より「企業とNPOのパートナーシップ支援事業」を担当している、
神奈川県NPO協働推進課主任主事（2015年4月現在）の石橋正尋（いしば
しまさひろ）氏である9。以下では、事業を推進するために気を付けてい
ることなどを聞き取った石橋氏へのヒアリングをもとに、コーディネー
ターの要件と思われるものを整理しておく。
　
（１）コーディネーターの要件
　前節「（１）事業の概要」にうかがえるが、当事業のカギとなるのは、
年4回開催される「パートナーシップミーティング」において、参加した
企業やNPOがマッチングの可能性を感じたり、協働に進もうと思ったり
することである。行政の力で企業やNPOを集めて、同じテーブルで話し
をさせるだけでは、表1 ～ 3にあるほどの事業が成立するとは考えにくい。
そこには、石橋氏の以下のようなノウハウがある。
9 石橋氏の 2012 年度の所属部署は神奈川県県民局県民活動部 NPO 協働推進
課 NPO 支援グループであったが、2013 年度から「部」名が変更になり、現
在は「くらし県民部」となっている。
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①　普段からの情報集め
　まず、第1のポイントは、普段から、新聞やネットで、協働や社会貢献
といったキイワードで、企業やNPOの情報を集めることである。企業で
あれば、社会貢献に取り組んだり、NPOと連携をしていたりする場合、
業種や社会貢献の内容など、NPOであれば、ミッションや活動内容、活
動地域などを記録しておけば、協働を促すためのデータベースができる。
　さらに、どの企業とNPOが、どのような事業のために、いかなる形で
つながっているかといった協働事例についての情報も必要である。協働の
形態をイメージしやすくなる。
　このようなデータベースがあれば、「パートナーシップミーティング」
への参加を呼びかけたり、社会貢献を進めようとしている企業や、協働を
模索している企業やNPOに対して、取組みを進めるための協働相手を紹
介したり、協働のあり方を提案したりすることが容易になる。
　
②　アウトリーチを基本とした声掛け
　「パートナーシップミーティング」への参加はもちろん公募であるが、
社会貢献を進めている企業や協働に関心がありそうな企業、企業との協働
を進めようとしているNPOには、石橋氏は、積極的に声掛けをして参加
してもらっている。協働が成立する可能性が高くなるからであるが、声掛
けの際は、石橋氏が出向くようにしている。いわばアウトリーチを心がけ
ているのである。呼びつけて参加を促すのでは、「行政と企業とNPOの協
働」という構図は成り立たない。企業とNPOとの協働の促進を目的とす
る当事業の場合、行政のスタンスは前面に出て来にくいが、事業成立の大
前提として、行政と社会的諸主体との協働という構図があるのである。
　
③　「パートナーシップミーティング」当日の仕込み
　当日は、きっかけを作りやすくするために、協働事業が成立しそうな企
業とNPOを同じテーブルにつけるとともに、各テーブルに配置されたファ
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シリテーターに、事前にターゲットとなる企業とNPOの情報を与え、両
者のコミュニケーションを促進するよう依頼している。
　また、「パートナーシップミーティング」の最後に設定されている交流
会では、石橋氏自身が企業とNPOに声をかけてコミュニケーションを図
るよう促している。
　
④　行政らしさの排除
　「パートナーシップミーティング」に参加した企業やNPOの意思の疎通
を図るためには、話しやすい雰囲気があることが重要である。しかし、行
政のイベントは堅苦しいことが往々にしてある。そこで、石橋氏は、行政
らしさを極力排除し、話しやすい雰囲気づくりを心掛けている。行政らし
さの排除は、「パートナーシップミーティング」の場だけではない。企業
やNPOと初めて会う際にも、それを心がけている。石橋氏によれば、「行
政職員は、どうせこんな感じ」という「期待」を「裏切ること」によって、
関心を持ってもらえたり、自分たちと同じ目線で話ができるという印象を
持ってもらえたりし、話が進みやすいとのことである。
　
⑤　会合への積極的立会い
　「パートナーシップミーティング」でマッチングの可能性が生じ、企業
とNPOが後日、会合を持つことになった場合、その会合の場に石橋氏も
出向き立ち会っている。何回かの会合がある場合、極力すべての会合に出
るようにしている。この点は極めて重要である。通常、業務が多々ある中
で、会合にまで立ち会うことは大変である。
　しかし、協働が成立しにくいのは、収益とミッションなど事業評価の基
準が異なるなど、事業慣行が異なり、企業とNPOの間に共通言語がない
ことによって、すれ違いが生ずることが大きい。その結果、会合を重ねて
も事業計画を作り込めず、協働の成立に至らないのである。さらに双方に
不信感があることもある。
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　それに対し、行政職員が会合に立ち会う場合、どちらかの視点に偏るこ
となく、両者をつなぐための「通訳」ができるし、協働事業に関するアド
バイスもできる。NPOを安上りの下請けと見る企業がいたり、企業側の
事情やメリットを考えないNPOがいたりする中、行政が立ち会ってくれ
れば、双方の安心感にもなる。
　
⑥　マッチングのイメージ形成
　「パートナーシップミーティング」当日の仕込みを行ったり、協働相手
を紹介したり、会合に立ち会ったりすることによって協働を促す際、企業
の業務領域とNPOの活動領域が近そうだから何とかなるのでは、などと
いう楽観的スタンスでは、協働は進まない。その程度で進むのであれば、
協働が課題になることはない。ある企業とあるNPOを結びつけようとす
るのであれば、どの領域でどのような事業をどのように進めれば、企業と
NPOの双方にとってメリットを確保しつつ、協働を成立させることがで
きるかという、大まかなイメージを形成しておくことが必要である。つま
り、大まかであれ自分なりの事業プランをイメージしておくのである。
　協働が進みにくい背景には、事業プランが容易に思いつかないことがあ
る。しかし、悩んでいる協働当事者である企業やNPOより、第3者的観点
から的確な判断やアイデア導出ができる場合もあり、客観的観点から適切
なアドバイスがなされるのであれば、壁が乗り越えられる可能性もある。
　
（２）行動の意味
　石橋氏からうかがった話には、協働を促進するノウハウがちりばめられ
ているように思われる。その中で、何より重要と思われるのは、②や⑤に
見られるように、積極的に庁舎の外に出てゆき、企業やNPOと対等な立
場で積極的にかかわろうとする姿勢である。事業を委託に出し、受託した
団体に企業やNPOとのかかわりを丸投げしつつ、行政が離れたところか
ら監督するといったスタンスもありうる。しかし、それでは、「行政と企
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
148
業とNPOの協働」にはならない。もちろん、行政と受託者との協働にもなっ
ていない。そこに、イノベーションが生まれることはないであろう。
　それに対して、庁舎外に出てゆく石橋氏の行動は、「行政と企業とNPO
の協働」ならびに「企業とNPOの協働」という二重の協働を成立させる
基盤作りになっている。すなわち、協働は、組織間であったとしても、担
い手レベルの信頼関係が重要な意味を持つ。信頼関係がなければ協働が成
立し、さらに継続されることは難しくなる。そうであるとするならば、「３．
社会性戦略の時代」「（３）対自的感性主義の時代」で触れたブランディン
グの場合と同様に、「顔が見える」レベルを超えて、「姿勢や思いが見える」
レベルが必要である。
　姿勢や思いを見せるためには、ただ単に外に出てゆけばよいのではない。
何よりも、自分に課された役割を自分なりに考え、その役割を果たすには
どうしたらよいかを考える視点があることが重要で、石橋氏には、その視
点がある。「社会課題を解決するための協働のためには、自分はこうすべき」
という確信や信念を持って取り組む姿勢が、共感という感性主義的反応を
呼び、企業やNPOを巻き込み、協働の成立につなげるのである。
　現代は、「感性」カテゴリーをカギとした対自的感性主義の戦略や行動
が求められているのである。
　
６．むすびにかえて
　本稿で扱った事例が物語っていることは、現代の行政機関には、地域の
オープンイノベーションを促進するコーディネート機能が期待されている
ということである。したがって、その役割を果たすことができる職員を育
成することが喫緊の課題と言える。ただ、そのような職員を育てるために
は、座学の研修プログラムではなく、OJTで育てざるを得ない。というのは、
企業とNPOをつなぐためには、それぞれのニーズや特性を把握し、つな
がる可能性や協働の効果を推し量り、双方に協働を働きかける具体的ノウ
ハウが必要となる。その際、協働に至る経緯や協働のあり方は、取り組む
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社会課題や参加主体によってさまざまであるため、ケースごとに対応する
必要があり、暗黙知を含む複雑なノウハウになる。そのようなノウハウは、
さまざまな実体験を通して形成せざるを得ないのである。しかし、どの行
政機関を見ても、そのような職員を速成するための研修・教育プログラム
が完備されているとは言い難い。
　そこで、職員の中には、企業とNPOの協働の現状に直面して、自らに
課された役割を直感的に感じ取り、積極的に外部に出てゆき、コーディネー
ト機能を果たそうとする場合がある。その中で、試行錯誤を繰り返しつつ
ノウハウを形成することによって、有能なコーディネーターとして成長し
ている。本稿でふれた石橋正尋氏はその一例である。このような職員は、
横浜市をはじめとした他の行政機関でも見受けられる。
　しかし、神奈川県の事例にみられるようなコーディネーターが周りにい
ない場合、協働を図ろうとする組織の構成員がその役割を果たさねばなら
ない。最初からそのノウハウを持つことが難しいとすれば、企業の場合、
その役割を果たすことができる社員を育成せねばならないということであ
る。
　そのためには、行政機関の場合と同様、社会とつながる現場で、つまり
OJTで育てる必要がある。それを認識している企業は、NPOでプロボノ
をさせている場合もある。しかし、そのようなプログラムがなかったり、
企業側が育てる必要性に気付いていなかったりする場合、社員が社会と直
接接触する必要を認識し、自らオフィスの外に飛び出ていくことが必要
となる。有能な社会貢献担当者やCSR担当者は、総じて自律的に行動し、
社会に飛び込んで行っている。企業にとってそのような社員を積極的にサ
ポートすることが、今後の人的資源管理策として不可欠の重要性を持つ。
　そのような自律的社員が増えれば、企業も社会も自律的な主体が構成す
る機構となる。すなわち、対自的感性主義に基づくネットワーク型の機構
である。それこそ、われわれが目指す社会システムである。社会が変わろ
うとする時、社会は担い手の問題意識や行動を通してその方向性を指し示
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す。社会にとって必要なものを把握し、それに対応することが行政にとっ
ては効果的施策となり、企業にとっては存続につながり、NPOにとって
はミッションを果たすことにつながる。コーディネーターを介した効果的
協働の取組みが、時代を拓くのである。
　
＊神奈川県県民局くらし県民部NPO協働推進課NPO支援グループ主任主
事 石橋正尋氏には、長時間にわたるヒアリングにご対応いただくととも
に、貴重な情報も提供頂いた。ここに記して謝意を示したい。
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